
⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 電気通信⼤学

本学は、新たな戦略⽬標「D.C.& I.」（多元的な多様性を尊重し、異なるものも含めた要素間の相互理解・相互触発を活
性化させることにより、イノベーションの持続的創出を⽬指す）に基づいて、組織連携の拡⼤及び資⾦獲得の強化に焦点を置
いた産学官連携活動を推進している。

　基 礎 情 報

本学は、Society5.0の実現に必要な基盤技術の学問領域すべてをカバーし、かつ基礎研究か
ら応⽤研究までをカバーしていることに強みを持っている。具体例として、AI研究の成果である⾔
葉の響きによる印象を数値化する「感性評価システム」を事業化する⼤学発ベンチャーがある。

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

793,390 240 1,107,150 428,147

30％以上 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

368,952 197 194 41

58 43

318,243 173 334,521 173 40

252,332 114 241,643 113 38

349 名

学術国際部研究推進課

井⽥　直⽂

042-443-5137

kenkyo-k@office.uec.ac.jp

65,911 59 82,842

5,499

本学は、“お客様⽬線”に⽴ち、連携をスムーズに展開し、徹底した対話により相⼿の求める研
究成果とプロジェクトサイクルを理解した上で、最適かつ戦略的なマッチングソリューションを提案す
ることを重視している。

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

392,725

http://www.sangaku.uec.ac.jp/index.html
https://www.uec.ac.jp/research/information/opal-ring/

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 5,410 3 13,980 3

1,025,732 58 1,020,194 60 34

7,810 4 13,980 3

0

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 17 21 2,400 1 0

 実施等件数あたり

研究者あたり 6,009 66.8

特許出願件数 63 0.181

産学連携本部が関与した共同研究 3

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 2

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 319 0.914

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

90

3 G01 測定、試験 24

4 H04 電気通信技術 20

1 G06 計算、計数 45

2 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 24

7 A63 スポーツ、ゲーム、娯楽 4

8 H02 電⼒の発電、変換、配電 4

5 G02 光学 8

6 H01 基本的電気素⼦ 6

9 B25 ⼿⼯具、可搬型動⼒⼯具、マニプレータ等 3

10 C07 有機化学 3
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 29 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 20 17

14

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数 13

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

5⽉

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー
新技術説明会

産学官連携DAY 7⽉
⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

研究開発セミナー 10⽉
1 0 2 0

0 0 0 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 奈良先端科学技術⼤学院⼤学

研究及び教育に加え、本学の研究成果を産業界に技術移転し、産業技術の発展・向上に貢献すること(社会貢献)が本
学の重要な使命であることを明確にする。本学は、かかる使命を達成するために、本学の研究成果を核とする多様な産官
学連携を、利益相反問題が⽣じないよう体制を整備し、広範かつ積極的に⾏っていく。

　基 礎 情 報

本学の得意分野としては情報・バイオ・物質が挙げられるが、特に物質の分野において、半導
体素⼦関連、放射線検出センシングデバイス、カーボンナノチューブを使った熱電変換⽤新素
材・発電デバイス、⽣分解性・SDGs新素材、医療⽤ナノ⾼分⼦、表⾯コーティング材料など
を中⼼に、精⼒的に特許出願を⾏い、絶えず、新しいコンセプトを⽬指しながら、産・官との連
携共同研究を積極的に進めている。

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

1,142,744 224 1,160,675 302,702

実績有割合無 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

354,240 144 147 43

27

239,884 133 256,373 135 45

220,156 113 224,305 108 39

300 名

研究・国際部　研究協⼒課

⽚上　健

0743-72-5077

kenkyo@ad.naist.jp

19,728 20 32,068

6,196

本学の研究成果の技術移転の推進

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

322,558

https://www.naist.jp/sankan/
https://www.naist.jp/sankan/

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 4,504 4 4,929 5

812,204 92 833,866 87 40

4,504 4 4,929 5

0

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 9 33 0 0 0

 実施等件数あたり

研究者あたり 3,978 284.1

特許出願件数 38 0.127

産学連携本部が関与した共同研究 4

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 4

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 443 1.477

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

14

3 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 12

4 G06 計算、計数 10

1 H01 基本的電気素⼦ 24

2 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 12

7 G01 測定、試験 8

8 G10 楽器、⾳響 8

5 C07 有機化学 9

6 C08 有機⾼分⼦化合物等 8

9 A01 農業、林業、畜産、狩猟、捕獲、漁業 4

10 H02 電⼒の発電、変換、配電 4
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 17 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 9 33

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

７⽉

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー
奈良先端⼤産学連携フォーラム

イノベーションジャパン2020・⼤学⾒本市 ８⽉
⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

CES2021 １⽉
0 2 0 0

2 1 0 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ ⿃取⼤学

⼤企業、中⼩企業並びに全国、地域に関わらず、協働してイノベーション・新産業創出を⾏う。また、企業等との組織連携
を⽬指し、学内の特徴ある研究を活かし、企業等との協働によるイノベーティブな研究領域の拡⼤とそれによる新産業の創
出をめざす。

　基 礎 情 報

①染⾊体⼯学技術を駆使した完全ヒト抗体産⽣動物の作製と抗体医薬品の開発
②キチン関連物質等特徴ある材料技術の応⽤展開

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

659,761 344 47,567 569,322

30％以上 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

290,485 209 218 45

91 28

256,883 185 246,308 193 48

118,862 92 119,341 102

746 名

研究推進部研究推進課

広原　光太郎

0857-31-5541

ken-renkei@ml.adm.tottori-u.ac.jp

138,021 93 126,967

10,764

地域科学技術実証拠点整備事業「とっとり創薬実証センター」の活⽤や、染⾊体⼯学技術
等の医⼯農の研究を活かした次世代医薬イノベーションの創出を⾏い、とっとり発技術の世界
展開を⽬指す。

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

300,934

https://orip.tottori-u.ac.jp/
http://researchers.adm.tottori-u.ac.jp/

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 15,421 21 13,433 21

687,942 176 734,244 148 46

29,481 42 35,428 37

11

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 12 62 14,060 21 7,198

 実施等件数あたり

研究者あたり 2,868 32.2

特許出願件数 83 0.111

産学連携本部が関与した共同研究 0

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 0

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 345 0.462

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

89

3 G01 測定、試験 13

4 A01 農業、林業、畜産、狩猟、捕獲、漁業 8

1 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 46

2 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 17

7 H01 基本的電気素⼦ 5

8 A23 ⾷品・⾷料品等 4

5 G06 計算、計数 7

6 C07 有機化学 5

9 C09 染料、ペイント、つや出し、天然樹脂、接着剤等 4

10 B01 物理的・化学的⽅法または装置⼀般 3

外部資⾦

16 13
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 11 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 9 83

4

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数 4

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無 200,000

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

12⽉

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー
さんさんコンソJST新技術説明会

さんさんコンソ産から学へのプレゼンテーション 1⽉
⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

⿃取⼤学JST新技術説明会 2⽉
0 0 0 0

0 0 0 3受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 愛媛⼤学

主に愛媛県内の企業との共同研究，受託研究によって産学官連携を推進するとともに，知的財産を活⽤した⼤学発ベン
チャーの⽀援に取り組んでいる。また，県内各地域のニーズに応じて「地域密着型センター」（地域産業特化型研究セン
ター，または，地域協働型センター）を設置し，地域産業のイノベーション，地域活性化に取り組むことを⽅針としている。

　基 礎 情 報

本学の産学官連携は，「（個別）企業－⼤学－官庁（⾃治体）」という⼀般的な形の産
学官連携だけではなく，愛媛県内の特徴的な産業（企業群）がある地域には，「地域産
業特化型研究センター」と総称している研究センターを当該地域に設置している。具体的に
は，海⾯養殖が盛んな愛南町には「南予⽔産研究センター」を，また，紙産業クラスターが
形成されている四国中央市には「紙産業イノベーションセンター」を設置している。併設された
教育コースに所属する学部学⽣・⼤学院学⽣も含めると両センターとも４０〜５０⼈が常駐
しており，地域産業に密着した産学官連携として⼤きな成果を上げている。

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

1,157,145 461 1,070,504 1,030,432

25％以上30％未満 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

345,664 272 319 49

78

230,791 155 184,046 193

183,886 91 141,947 115

995 名

社会連携⽀援部　社会連携課　研究契約チーム

野村　峻介

089（927）8826

sangaku@stu.ehime-u.ac.jp

46,905 64 42,099

12,678

⼤学発ベンチャー設⽴を⽀援する「愛媛⼤学産業⽀援強化事業」を平成３０年度から実施
している。また，⼤学発ベンチャーがライセンス料などを株式等で（現⾦ではなく）⼤学に⽀払
える制度も導⼊した。企業との共同研究の間接経費を直接経費の３０％とした。各種知的
相談への対応を制度化するために「学術指導制度」も導⼊した。令和２年度には学⽣のベン
チャー起業設⽴を⽀援する「起業塾」，および「⼀般社団法⼈えひめベンチャー⽀援機構」を
設⽴し，⼤学発ベンチャー起業⽀援も含めた産学官連携活動を推進している。

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

283,151

http://ccr.ehime-u.ac.jp/crp/
https://matci.jp/

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 46,395 24 54,744 30 47

1,147,660 151 859,083 174 38

47,923 30 60,432 45

15

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 14 71 1,528 6 5,688

 実施等件数あたり

研究者あたり 29,545 628.6

特許出願件数 46 0.046

産学連携本部が関与した共同研究 0

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 0

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 159 0.160

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

47

3 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 7

4 C08 有機⾼分⼦化合物等 6

1 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 18

2 G01 測定、試験 16

7 B01 物理的・化学的⽅法または装置⼀般 4

8 C07 有機化学 4

5 A01 農業、林業、畜産、狩猟、捕獲、漁業 5

6 C04 セメント、コンクリート、⼈造⽯、セラミックス、耐⽕物 5

9 G21 核物理、核⼯学 4

10 A23 ⾷品・⾷料品等 2

外部資⾦

3

27

9
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 10 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 4 249

7

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数 7

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無 5,000

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

2⽉

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー 産業技術総合研究所四国センターオープンイノベーション　　ワー
クショップ

研究員分野別交流会 2⽉
⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

愛南町⽔産フォーラム
（愛媛⼤学南予⽔産研究センター共催） 3⽉

1 1 0 0

3 0 7 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 東京海洋⼤学 Society 5.0に向けて海洋・海事・⽔産分野における「組織」と「組織」との連携にもとづく広域産学官連携のハブ機能を強

化、適切なプラットフォームの構築やコンソーシアムの組織によって研究⼒向上と成果の社会実装を推進する。

　基 礎 情 報

【得意分野】⽔産、海事、海洋、環境、⾷品
【特⾊ある研究成果】
・ノロウィルス不活化剤・・・（特許第5806434号）
・⾼揚⼒オッターボード（特許第5679398号）
・移動体運⾏情報システム（特許第5920760号）

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

350,740 116 570,935 311,271

30％以上 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

237,622 185 202

49

208,518 156 227,461 174

171,380 98 190,231 125 46

279 名

産学・地域連携推進機構

婁、勝川、川名、池⽥、伊東、設樂

03-5463-0859

olcr@m.kaiyodai.ac.jp

37,138 58 37,230

5,527

国内外の地域社会や海洋関連産業界との連携強化、諸課題の解決や産業振興への貢献
（ビジョン2027より）
１）地域産業振興と新産業や事業の創出への貢献
２）⾼度研究⽀援⼈材の育成
３）国⺠の海洋､関連産業への理解促進、地域社会等における連携と新たな地域創⽣へ
の展開

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

270,613

https://olcr.kaiyodai.ac.jp/
https://olcr.kaiyodai.ac.jp/kenkyusha-db/

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 9,025 4 5,850 2

603,372 57 563,752 56

9,025 4 7,410 3

1

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 5 56 0 0 1,560

 実施等件数あたり

研究者あたり 2,131 52.0

特許出願件数 18 0.065

産学連携本部が関与した共同研究 7

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 2

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 160 0.573

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

41

3 B63 船舶等の⽔上浮揚構造物、関連艤装品 6

4 A23 ⾷品・⾷料品等 5

1 G01 測定、試験 9

2 A01 農業、林業、畜産、狩猟、捕獲、漁業 8

7 E21 地中・岩⽯の削孔、採鉱 4

8 H02 電⼒の発電、変換、配電 3

5 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 5

6 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 4

9 C07 有機化学 2

10 G06 計算、計数 2

外部資⾦

2

1

0 〜100万 〜300万 〜500万 〜1000万 〜5000万 〜1億 1億以上

⺠
間
と
の
受
託
研
究
件
数

⾦ 額特許出願・活⽤実績

産学連携担当部署の体制

件数

100

10

1

39
54 66

4

9

2

0 〜100万 〜300万 〜500万 〜1000万 〜5000万 〜1億 1億以上

⺠
間
と
の
共
同
研
究
件
数

⾦ 額

件数

100

10

1

特
許
権
収
⼊

百万円

特許保有件数 件

組織的産学連携活動
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 0 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 3 93

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

10⽉

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー アグリビジネス創出フェア
(主催︓農林⽔産省)

「知」の集積と活⽤の場
（主催︓「知」の集 積と活⽤の場　産学官連携協議会） 11⽉

⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

⽔産海洋イノベーションコンソーシアム・フォーラム
（主催︓東京海洋⼤学、岩⼿⼤学、北⾥⼤学） 1⽉

0 1 0 0

0 2 0 3受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 島根⼤学 島根⼤学のビジョンの⼀つに「地域問題の解決に向けた社会貢献活動の推進」を掲げ、地域社会における課題の解決に資

する研究や産学官連携研究を推進し、地域の創⽣・発展に貢献することを⽬指している。

　基 礎 情 報

次世代たたら協創センター 副センター⻑ 荒河⼀渡教授による研究論⽂が、材料分野で最も
影響⼒のある Nature Materials 誌に掲載された。本成果は、フランス CEA-Saclay およ
びCNRS、英国 University of Leeds および CCFE、⽇本 ⽇本製鉄、名古屋⼤学、およ
び⼤阪⼤学との共同研究によるものである． K. Arakawa et al : Nature Materials 
volume 19, pages508–511(2020)

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

540,480 322 236,115 523,546

10％以上15％未満 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

163,869 136 145

57 37

133,517 103 229,808 113

72,313 47 132,446 53

854 名

企画部研究協⼒課

弘中優⼠

0852-32-6055

rsd-chiiki@office.shimane-u.ac.jp

61,204 56 92,563

10,696

地元企業との連携の促進、特に、幅広い研究テーマで企業の⼈材育成まで含めた産学連携
を進め，地域イノベーションの創出に貢献していきたい。

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

264,447

https://www.shimane-u.ac.jp/research/
http://www.staffsearch.shimane-u.ac.jp/kenkyu/

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 15,567 7 5,019 6

209,318 65 130,349 58

18,217 11 6,849 10

2

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 12 71 2,650 4 1,830

 実施等件数あたり

研究者あたり 4,618 209.9

特許出願件数 18 0.021

産学連携本部が関与した共同研究 3

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 3

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 132 0.155

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

22

3 H01 基本的電気素⼦ 6

4 C04 セメント、コンクリート、⼈造⽯、セラミックス、耐⽕物 3

1 G01 測定、試験 22

2 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 7

7 C07 有機化学 2

8 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 2

5 C22 冶⾦、鉄・⾮鉄合⾦等 3

6 A23 ⾷品・⾷料品等 2

9 G06 計算、計数 2

10 H02 電⼒の発電、変換、配電 2

外部資⾦
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 7 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 3 285

5

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数 5

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無 70,000

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

2020/9/28〜11/30

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー
イノベーションジャパン2020

アグリビジネス創出フェア2020 2020/11/11〜13
⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

しまね⼤交流会 2020/11/7〜8
0 1 0 0

1 4 7 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 岩⼿⼤学 地域社会に開かれた⼤学として、その教育研究の成果をもとに地域社会の⽂化の向上と国際社会の発展に貢献することを

⽬指す。このため、地域社会との連携による新たな研究分野の創出を進める。

　基 礎 情 報

数々の実績のあるINS等産学官⾦ネットワークを基盤に、特徴的な研究シーズを活かした産
学官連携を実施
・次世代アグリイノベーション
・パルスパワーによる植物等の⾰新的機能性制御技術
・分⼦接合技術によるエレクトロニクス実装技術　　　等

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

303,180 181 285,777 528,257

20％以上25％未満 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

178,669 195 222

100 48

165,176 174 230,995 197

128,015 104 167,072 96

461 名

研究・地域連携部　地域連携推進課

佐藤　良紀

019-621-6853

sanren@iwate-u.ac.jp

37,161 70 62,927

7,540

・地域企業との共同研究数・⾦額の増加
・本格的な組織対組織の産学官連携に向けて、オープンイノベーションの拠点である「銀河
オープンラボ」で実施されているプロジェクトを中⼼に、⼤型のプロジェクトの創出と⽀援を実施
する。
・また、地域の⽔産業をはじめとした1次産業との連携を更に進める。

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

263,008

https://www.ccrd.iwate-u.ac.jp/
https://www.ccrd.iwate-u.ac.jp/seeds/index.html

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 2,810 3 5,451 3

340,107 59 189,250 49

4,966 6 8,196 5

2

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 21 22 2,156 3 2,745

 実施等件数あたり

研究者あたり 4,506 98.0

特許出願件数 22 0.048

産学連携本部が関与した共同研究 0

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 0

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 152 0.330

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

46

3 G01 測定、試験 10

4 H01 基本的電気素⼦ 9

1 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 12

2 C08 有機⾼分⼦化合物等 11

7 A23 ⾷品・⾷料品等 5

8 H04 電気通信技術 4

5 G06 計算、計数 7

6 A01 農業、林業、畜産、狩猟、捕獲、漁業 6

9 C02 ⽔、廃⽔、下⽔・汚泥の処理 3

10 C07 有機化学 3

外部資⾦

2 2
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 15 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 3 154

39

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数 28

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

５⽉

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー
いわてネットワークシステム総会・講演会

地域連携フォーラム×企業産業交流会 １０⽉
⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

リエゾン―I　マッチングフェア〜新技術説明会〜 １１⽉
0 0 0 0

0 0 0 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備
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